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1982年	 ローン提携自動車販売と会社更生法103条（東京高判昭和56年 5 月14日高民
34巻 2 号123頁）・判例タイムズ社／『昭和56年度民事主要判例解説』判例タ
イムズ472号286頁〜288頁。
	 裁判長の訴状審査権（大審院昭和14年 3 月29日第 3 民事部決定民集18巻 6 号
365頁）・有斐閣／新堂幸司＝青山善充編『民事訴訟法判例百選〔第 2 版〕』
別冊ジュリスト76号130頁〜131頁。
1983年	 破産債権者の届出債権に異議があった場合と民法152条（最判昭和57年 1 月
29日民集36巻 1 号105頁）・有斐閣／『昭和57年度重要判例解説』ジュリスト
792号145頁〜147頁。




当利得の成否（最判平成 2年 3 月20日民集44巻 2 号416頁）・判例タイムズ社
／判例タイムズ733号42頁〜49頁。
1991年	 破産免責審理中の強制執行の可否と不当利得（最判平成 2月10日民集44巻 2
号416頁）・有斐閣／ジュリスト974号83頁〜86頁。
	 不動産競売手続と交付要求すべき時期（最判平成 2 年 6 月28日判タ751号69
頁）・日本評論社／法学セミナー439号118頁。
	 株主総会決議不存在確認訴訟の原告適格（最判平成 2年12月 4 日民集44巻 9
号1165頁）・日本評論社／法学セミナー440号126頁。
加藤哲夫教授・主要業績目録　　865







地判平成 3 年 2 月18日判タ760号250頁）・日本評論社／法学セミナー444号
144頁。
1992年	 経験則違背と上告（最判昭和36年 8 月 8 日民集15巻 7 号2005頁）・有斐閣／
新堂幸司＝青山善充＝高橋宏志編『民事訴訟法判例百選Ⅱ』別冊ジュリスト
115号408頁〜409頁。
	 会社更生法103条とファイナンス・リース契約（東京高判平成 2 年10月25日
判タ765号250頁）・日本評論社／法学セミナー445号142頁。
	 付郵便送達と裁判所書記官の過失（東京地判平成 3年 5 月22日判タ767号249
頁）・日本評論社／法学セミナー446号118頁。





	 離婚訴訟における財産分与の裁判と不利益変更禁止の原則（最判平成 2年 7
月20日判時1403号29頁）・日本評論社／法学セミナー449号146頁。
	 動産売買先取特権を有する債権者の債務者に対する差押承諾請求権（東京高
決平成 3年 7月 3日判時1400号24頁）・日本評論社／法学セミナー450号122頁。
	 別訴において訴訟物となっている債権と相殺の抗弁（最判平成 3年12月17日
民集45巻 9 号1435頁）・日本評論社／法学セミナー451号138頁。
	 宗教団体内でされた懲戒処分の効力の有無と確認の訴え（最判平成 4年 1 月
23日民集46巻 1 号 1 頁）・日本評論社／法学セミナー452号138頁。
	 一回目の手形不渡りと支払停止（東京地判平成 3 年 8 月27日判タ778号255
頁）・日本評論社／法学セミナー453号130頁。
	 手形金債務不存在確認訴訟・手形訴訟による手形金請求訴訟と二重起訴（東
京地判平成 3年 9月 2日判時1417号124頁）・日本評論社／法学セミナー454号
130頁。
	 厚生年金などの給付と差押禁止（東京高決平成 4 年 2 月 5 日判タ788号270
頁）・日本評論社／法学セミナー455号130頁。
	 補助参加の利益と二重起訴の禁止（大阪高決平成 4年 3 月31日判タ788号265
866　　早法 95 巻 3 号（2020）
頁）・日本評論社／法学セミナー456号138頁。
1993年	 1992年度判例回顧・民事訴訟法・日本評論社／法律時報65巻 4 号72頁〜94頁
	 訴状および判決の送達と再審訴訟（最判平成 4 年 9 月10日民集46巻 6 号553
頁）・日本評論社／法学セミナー457号130頁。
	 氏名冒用者の訴訟行為と被冒用者の控訴（最判平成 2年12月 4 日判時1398号
66頁・判タ768号68頁）・日本評論社／法学セミナー459号120頁。
1994年	 動産売買先取特権に基づく物上代位（ 5）─破産管財人に対する行使（最判
昭和59年 2 月 2 日民集38巻 3 号431頁）・有斐閣／竹下守夫＝伊藤眞編『民事
執行法判例百選』別冊ジュリスト127号234頁〜235頁。
	 1993年度判例回顧・民事訴訟法・日本評論社／法律時報66巻 5 号117頁〜137
頁。
1995年	 一回目の手形不渡りが支払いの停止にあたるとされた事例（最判平成 6年 2
月10日裁判集民事171号445頁）・有斐閣／『平成 6 年度重要判例解説』ジュ
リスト1068号134頁〜135頁。
	 1994年度判例回顧・民事訴訟法・日本評論社／法律時報67巻 5 号117頁〜135
頁。
1996年	 和議開始決定後の弁済により連帯保証人の取得した求償権の行使とその範囲
（最判平成 7年 1 月20日民集49巻 1 号 1 頁）・日本評論社／私法判例リマーク
ス12号140頁〜143頁。
	 破産終結後における破産者の財産に関する訴訟と破産管財人の被告適格（最





額の証明があったとはいえないとされた事例（東京地決平成 9年 6 月19日・
金法1497号 6 頁判タ977号35頁）・日本評論社／私法判例リマークス17号149頁
〜153頁。














2002年	 免責不許可事由としての「浪費」及び裁量免責（①東京高決平成 8年 2 月 7
日判例時報1563号114頁）②福岡高決平成 9 年 8 月22日判例時報1619号83
頁）・有斐閣／青山善充＝伊藤眞＝松下淳一編『倒産判例百選〔第 3版〕』別
冊ジュリスト163号186頁〜187頁。
	 破産手続終了後の訴訟（最判平成 5 年 6 月25日民集47巻 6 号4557頁）・有斐
閣／青山善充＝伊藤眞＝松下淳一編『倒産判例百選〔第 3 版〕』別冊ジュリ
スト163号226頁〜227頁。
2003年	 文書真正の推定（最判昭和39年 5 月12日民集18巻 4 号597頁）・有斐閣／伊藤
眞＝高橋宏志＝高田裕成編『民事訴訟法判例百選〔第 3 版〕』別冊ジュリス
ト169号164頁〜165頁。
2005年	 満足的仮処分と本案訴訟（最判平成 5 年 6 月25日民集47巻 6 号4557頁）・有
斐閣／伊藤眞＝長谷部由紀子編『民事執行保全法判例百選』別冊ジュリスト
177号232頁〜233頁。
2006年	 免責不許可事由としての「浪費」及び裁量免責（①東京高決平成 8年 2 月 7
日判時1563号114頁②福岡高決平成 9年 8 月22日判時1619号83頁）・有斐閣／
青山善充＝伊藤眞＝松下淳一編『倒産判例百選［第 4版］』150頁〜151頁。




月 9 日金判1325号28頁・金法1879号28頁）・有斐閣／法学教室 3 月号・判例
セレクトⅡ32頁。








2012年	 満足的仮処分と本案訴訟（最判平成 5 年 6 月25日民集47巻 6 号4557頁）・有
斐閣／上原敏夫＝長谷部由起子＝山本和彦編『民事執行保全法判例百選［第
2版］』別冊ジュリスト208号186頁〜187頁。
868　　早法 95 巻 3 号（2020）









































































1993年	 第 5 章・破産財団・青林書院／石川明＝小島武司編『破産法［改訂版］』88
870　　早法 95 巻 3 号（2020）
頁〜102頁。






























	 法学書院／櫻井孝一編『争点ノート民事訴訟法〔改訂第 2 版〕』33頁〜35
頁・57頁〜62頁・69頁〜71頁・75頁〜77頁・178頁〜183頁・221頁〜223頁。









































872　　早法 95 巻 3 号（2020）
【翻訳】
1976年	 アメリカ合衆国連邦破産法改正草案第 7章（ 1）（含解説）・早稲田大学比較
法研究所／比較法学11巻 1 号93頁〜117頁。
1977年	 アメリカ合衆国連邦破産法改正草案第 7 章（ 2）・早稲田大学比較法研究所
／比較法学11巻 2 号181頁〜202頁。
	 オーストリア公証人補遺（ 1）（共訳）・日本公証法学会／公証法学 6号99頁
〜118頁。




























1987年	 石川明著『破産法』・慶應義塾大学／法学研究60巻 9 号129頁〜132頁。
1992年	 吉野正三郎著『破産法30講』・有斐閣／法学教室138号42頁。

































874　　早法 95 巻 3 号（2020）
ー415号66頁〜67頁。






1992年	 論点整理ノート＜破産法＞第 2 講「最近の免責制度論と問題の所在（ 2）」
法学書院／受験新報492号44頁〜45頁。
	 論点整理ノート＜破産法＞第 3 講「最近の免責制度論と問題の所在（ 3）」
法学書院／受験新報493号30頁〜31頁。
	 論点整理ノート＜破産法＞第 4 講「破産財団論とその周辺（ 1）」法学書院
／受験新報494号22頁〜23頁。
	 論点整理ノート＜破産法＞第 5 講「破産財団論とその周辺（ 2）」法学書院
／受験新報495号24頁〜25頁。
	 論点整理ノート＜破産法＞第 6 講「破産財団論とその周辺（ 3）」法学書院
／受験新報496号24頁〜25頁。
	 論点整理ノート＜破産法＞第 7 講「破産財団論とその周辺（ 4）」法学書院
／受験新報497号36頁〜37頁。
	 論点整理ノート＜破産法＞第 8 講「破産財団論とその周辺（ 5）」法学書院
／受験新報498号39頁〜40頁。






















































876　　早法 95 巻 3 号（2020）
1998年	 民事手続法学における先端的視点・早稲田大学／テミス（法学部報）16号 3頁。
	 三洋証券・見えない再建への道─将来性がカギに（コメント）・毎日新聞
1998年 5 月 5 日朝刊 9面。
	 三洋証券が会社清算へ・当局の意欲空振り（コメント）毎日新聞社／毎日新
聞1998年 6 月25日朝刊10面。


























	 法科大学院の取り組みを聞く（ 1）・（社）全私学新聞／全私学新聞1884号 4
面。
	 編修委員・三省堂 / コンサイス法律学用語辞典。
2004年	 大学と社会が結びつき、学問の成果を社会に還元したい・東京都社会福祉協
議会／いきいき12月号26頁。
	 大学とは？学問とは？・早稲田大学／テミス（法学部報）22号 1 頁。
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	 師を語る─櫻井孝一先生のこと・日本学術振興会／学術月報60巻 9 号100頁
〜101頁。















































号HJ10002・ 1 頁〜 2頁。
	 中村眞澄先生（元・本学会理事長）を偲び・日本公証法学会／公証法学47号
91頁〜93頁。
